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 １Q、２Qに引き続き売上⾼、営業利益、営業利益率、四半期純利益いずれも過去最
⾼を達成。



 コンサルティングは、国内DX関連案件を中⼼に好調で、増収。

 ⾦融ITは、各業種向けそれぞれで増収。
・証券業向けは、共同利⽤型サービス（THE STAR）導⼊がみずほ証券含め
複数社で進捗。

・保険業向けは、⼤⼿⽣保向けが減収も、損保向けを中⼼にカバーし、増収。
・銀⾏業向けは、複数顧客向けのシステム更改案件が本格化し、増収。

 産業ITは、
・流通業向けは、消費税増税対応が9⽉までで⼀段落したが、EC関連案件の需要
は好調を継続し、増収。

・製造・サービス業等向けは、主に豪州事業の減収影響が⼤きい。国内に限定す
ると微増。

 IT基盤サービスは、Windows10対応やオフィス環境の刷新などデジタルワークプレ
イス事業や情報セキュリティ、クラウド事業が引き続き好調で増収。
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 野村HD向けの増収は、主にデジタルワークプレイス事業（IT基盤サービスの売上）
における⼀過性の案件によるもの。証券業向けは横ばい。

 セブン&アイ・ホールディングス向けの増収は、上期の消費税増税対応が要因。

 海外事業は、49億円の減収のうち、約半分が為替の影響。豪州は、27億円減収のう
ち、約8割が為替影響。
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 全体として利益率が向上している。

 コンサルティングは、⾼⽔準の利益率をキープ。

 ⾦融ITは、前期までの⽣産性向上を背景とした産業ITへのリソースシフトの取り組み
によりセグメント全体の利益率が⾼まり、さらに増収効果が重なり増益。
増益額の内訳は、⽣産性向上によるものが約2/3、増収効果が約1/3。

 産業ITは、 国内事業ではDX関連案件、特にEC構築案件での開発標準化や、中国オフ
ショアの活⽤拡⼤等による⽣産性向上により増益。
国内事業に限ると営業利益率は約14％と、収益性が改善。

 IT基盤サービスは、好調を継続、クラウドやセキュリティ案件が寄与し、増益。
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 コンサルティングサービス約46億円増収のうち、約半分がコンサルティングセグメ
ントで増収、残りがITソリューション案件の上流⼯程の増収分。後者は今後、開発
⼯程の売上に寄与するため、ITソリューションの更なる拡⼤に期待を持っている。

 開発・製品販売は、⾦融ITを中⼼に増収。
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 売上⾼6.4％増収に対し、外注費8.4％増加と外注を活⽤した⽣産性向上も増益の⼀
要因。
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 投資有価証券売却益は上期に発⽣した、リクルートHD社の株式売却によるもの。
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 DX関連売上⾼は、2022年度⽬標に向けて着実に増加。

 産業分野は、DXコンサルティングの拡⼤と、そこを起点としたITソリューションへ繋がる案件が増加傾向、
さらに、開発効率化を実現するデジタルIP構築を推進。

 ⾦融分野は、⾮戦略領域であるバックオフィス業務のコスト削減の流れの中で、共同利⽤型サービス
の需要が拡⼤。

 豪州事業は今期、豪州市場の厳しい環境の下、トップライン拡⼤ではなく、利益率⽔準の維持を⽅
針に運営している。
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 新卒採⽤、キャリア採⽤ともに順調に進捗。

 従来のスキルに加え、DXスキルを習得する「プラスDX」をコンセプトに、DX関連講座を106講座
（全講座の約1/4）を追加。受講者実⼈数が約2,000⼈と浸透が進む。
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●国内
 コンサルティングは、マネジメントコンサル、システムコンサル、共に引き合いが強
く、増加。

 ⾦融ITは、⼤⼿⽣保向けの減少を、STAR導⼊案件等の増加が上回った。
特に翌期以降の売上に寄与する受注残が伸び、来期の業績に期待ができる内容。

 産業ITは、稼働率が⾮常に⾼く、受注活動にさらなるリソースを投⼊できず、また、
⼤型案件の端境期にあり前期⽐若⼲の減少となった。現在、⽬先の案件の積み上げで
はなく、来期以降の売上に貢献する受注活動、顧客の深掘りを進めている状況。

 IT基盤は、情報セキュリティ事業を中⼼に活況で、増加。

●海外
 海外事業全体で前期⽐フラット。豪州は為替影響で減少も、他地域の増加で補った。
⼀⽅、豪州も豪ドルベースで⾒ると前期⽐フラットと、前期の⽔準をキープ。
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 売上⾼＋受注残⾼の進捗率は前期並みで、全体としては概ねインラインで進捗。
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 売上⾼は変更なし、営業利益は従来の800億円から、３Qまでの進捗を踏まえて20
億円上⽅修正。それに伴い、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益も併せて
上⽅修正。

 配当は期末配当を2円増配し、今期（通期）の配当を32円とする予定。
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 株主還元として、上期に⼤型の⾃⼰株式取得を実施。

 さらなる株主還元として、期末配当を2円増配し、今期（通期）の配当を32円とする
予定。今回の増配により、投資有価証券売却益の特別利益抜きで配当性向34.6%前
後となる⾒込み。

 これは、特別損益で増配・減配するものではなく、配当性向35％を⽬安に安定的に
配当する⽅針によるもの。
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 売上は全体としては変更が無いが、3Qまでの進捗を踏まえてセグメント・業種ごと
の計画を微調整。

 産業ITは、豪州事業の進捗の遅れにより、製造・サービス業等を20億円減少とし、
⼀⽅、好調なコンサルティング、IT基盤サービスをそれぞれ10億円増加。

 ⾦融ITは好調な証券業、銀⾏業とその他⾦融業等との⼊り繰りはあるが、セグメント
全体では変更なし。
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 今期1Q〜3Qと⽐較すると4Qの利益率が若⼲低下するように⾒えるが、不測の事態へ
の備えを使わずに、これまで順調に進捗したため、4Qにリスクバッファが先送りさ
れている。4Qに悪材料があることを⽰唆している訳ではない。
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